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序     文 

 

 

ラオス人民民主共和国では、現在策定中の国家貧困削減プログラム（National Poverty Eradication 

Plan：NPEP）において、教育分野の優先解決課題として、教育機会の拡大・教育の質の改善・教育

マネジメントの強化の 3 点を挙げている。 

この内、質の改善に資する協力として、我が国は、1999 年度から教育アドバイザーを派遣してい

る他、1998 年度から毎年理数科のカリキュラム・教材開発や理数科ワークショップ開催に係る短期

専門家を派遣している。また、2002 年度からは国別研修として、教員養成校の指導教官等を対象と

した研修を実施している。これらの協力を整理し、案件間の連携を図る目的で、国別研修・短期専門

家派遣・ワークショップを組み合わせた技術協力プロジェクトとすることで関係者の合意を得た。 

 本報告書は、実施協議に至るまでの調査・協議結果を取りまとめたものである。さらに、第一次か

ら第三次までの事前評価調査報告書を収録し、経緯を明らかにした。 

 ここに至るまでにご協力頂いた内外関係各機関に心より謝意を表すとともに、引き続き一層のご支

援をお願いする次第である。 

 

平成 16 年 8 月 

   独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部 

 部長 末森 満 
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第１章 背景と経緯 

１‐１ 背景 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）においては、15 歳以上の成人識字率が 65.6％（2001）
＊、初等教育の純就学率が 81％（2000‐2001）＊と周辺諸国と比べても低水準にある。ラオス政府は、

2001 年 3 月に第五次国家社会経済開発計画（2001‐2005 年）を発表し、その中で主な目標の一つと

して「全ての分野における人材開発を促進する」を挙げている。また、現在策定中の国家貧困削減プ

ログラム（National Poverty Eradication Programme：NPEP）においては、教育セクターの解決すべき課

題として、①公平なアクセスの改善、②教育の質と妥当性（relevance）の改善、③教育行政マネージ

メントの強化が挙げられている。 
このようなラオスの状況に対し、JICA は、1999 年度から教育アドバイザーを派遣（現在 2 代目派

遣中）しているほか、1998 年度から毎年、理数科のカリキュラム・教材開発や理数科ワークショッ

プ開催に係る短期専門家を派遣している。また、2002 年度からは国別研修（旧：国別特設研修）「ラ

オス初等中等理数科教育コース」が 5 年間の予定で開始され、教員養成校の指導教官等を対象とした

研修を実施している。 
これらの協力に係る全体計画や戦略を明確にするためにも、今般これまでの協力内容を十分整理し

たうえで、案件間の連携も図る目的で、国別研修、短期専門家派遣、ワークショップを組み合わせて

技術協力プロジェクトとすることで関係者の合意が得られた。 
＊UNDP「Human Development Report」2003 より 
 
１‐２ 経緯 

（１）第一次事前評価調査（2003 年 9 月） 
 ラオス政府が策定中の NPEP においては、教育分野の優先課題として教育機会の拡大、質の改善及

び教育マネージメント強化の 3 点を挙げており、本協力は、その中でも質の改善に資する支援として

位置付けられる。また、理科及び数学は、ラオスの教育現場において生徒と教員の双方から指導･学

習が困難である科目として認識されていることを鑑みると、これらの科目の教員養成に焦点を当てた

本協力の必要性及び妥当性は高いことが確認された。 
 プロジェクト・フレームワークとしては、国別研修、ラオス国内でのワークショップ及び国内研修

を主要コンポーネントとする点、新規教員の養成（プレサービス・トレーニング）を担当する教員養

成学校（Teachers Training School：TTS）と教員養成短期大学（Teachers Training College：TTC）の教

員の能力向上をプロジェクト目標とする点で先方と合意した。また、本プロジェクトの成果は、現職

教員研修の質向上にも資することが期待されるため、現在派遣中の教育アドバイザー専門家が、イン

サービス・トレーニング関連の協力として、指導主事や現職教員を対象とした国内研修を実施し、プ

ロジェクトとこれらの研修が連携を図りながら進めていくことで合意した。 
 
（２）第二次事前評価調査（2003 年 12 月） 

-第一次事前評価調査の結果を受け、プロジェクト開始前にプロジェクト関係者に対する問題分析

ワークショップを実施し、プロジェクト説明会及びベースライン調査の実施を目的に第二次事前調査

団を派遣することとなった。 
その結果、本プロジェクトの目的、内容、方法についてターゲットとなる教員養成局及び TTC/TTS
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の理数科担当教官、教員教育・運営開発センター（Teacher Education and Administration Development 
Center：TESDC）と同意した。また、TTC 2 校における授業観察を実施し、TTC/TTS 理数科担当教官

の指導方法の実態・問題点、学生の学習活動の実態・問題点を把握することができた。 
 
（３）第三次事前評価調査（2004 年 4 月） 

第三次事前評価調査では、第二次事前評価調査に引き続き、授業観察評価を TTC 3 校で実施した。

これにより、本プロジェクトのターゲットであるラオスの TTC 5 校、TTS 3 校のうち、TTC 5 校の授

業観察を実施した。 
 
（４）実施協議（2004 年 6 月） 

第三次事前評価調査以後、ラオス事務所を通じてラオス側と更に協議を重ね、2004 年 6 月に実施

協議の討議議事録（R/D）を JICA ラオス事務所長とラオス教育省教員養成局長とで署名・交換した。 
 
１‐３ 実施協議について 

（１）署名日 
2004 年 6 月 9 日 
 

（２）協議参加者 
 ＜ラオス側＞ 

  教育省教員養成局 
   Ms. Sengdeuane LACHANTHABOUN 局長 

 
 ＜日本側＞ 

  JICA ラオス事務所 
      西脇 英隆  所長 
      池田 修一  次長 
      富田 洋行  所員 
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第２章 プロジェクト概要 

２‐１ 目標 

（１）上位目標 
理数科分野における教員養成研修が改善される。 

 
（２）プロジェクト目標 

TTC/TTS の理数科教官の質が改善される。 
 

２‐２ 期待される成果 

（１）指導者候補（国別研修受講生）が以下の知識・能力を習得する。 
・理数科に係る知識 
・TTC/TTS での指導能力 
・ワークショップや国内研修で指導・評価する能力 

 
（２）ワークショップ、国内研修の受講生が、理数科に係る知識及び教員に対する指導能力を習得す

る。 
 
（３）TTC/TTS における理数科教員養成用の教員指導書が整備され、普及する。 
 

２‐３ 協力活動内容 

（１）活動１：指導者候補を養成する 
ア．【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、日本の学校制度・教育制度・教員研修等

の諸制度や現状の概要に関する講義をする。 
イ．【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、ラオスの教育を日本の現状と比較させる。 
ウ．【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、教科に関する知識及び指導法に関する講

義や実習を行う。 
エ．【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、教官の評価手法についての講義を行う。 
オ．【ワークショップ、国内研修】講師（国別研修受講生）が、参加者に対し、国別研修で学ん

だことを指導する。 
カ．【ワークショップ】短期専門家が、講師に対し、指導・評価の補助を行う。 

 
（２）活動２：指導者候補以外の教官を養成する 

ア．【ワークショップ、国内研修】国別研修受講生が講師となり、受講生に対し、日本の学校制

度・教育制度・教員研修等の諸制度や現状の概要に関する講義を行う。 
イ．【ワークショップ、国内研修】国別研修受講生が講師となり、受講生に対し、ラオスの教育

を日本の現状と比較させる。 
ウ．【ワークショップ、国内研修】国別研修受講生が講師となり、受講生に対し、教科に関する

知識及び指導法に関する講義や実習を行う。 
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（３）活動３：教員指導書を作成する。 
ア．【国別研修】ラオスの TTC/TTS の学生や小中学校の生徒が理解しにくいトピックについての

教員指導書（案）を作成させる。 
イ．【ワークショップ】短期専門家と国別研修受講生がワークショップの参加者と協議し、国別

研修で作成された教員指導書（案）をラオスの現状に合った形に改訂する。 
ウ．【国内研修】国別研修受講生が講師となり、ワークショップで改訂された教員指導書を利用

して研修を行う。
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１．事業事前評価表 
２．討議議事録（Record of Discussions） 
３．ミニッツ（Minutes of Meetings） 

 

 



 

１．事業事前評価表 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 16 年 5 月 11 日 

担当部署：人間開発部第一グループ基礎教育第一チーム 

１．案件名 

ラオス理数科教員養成プロジェクト 
２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、教員養成（プレサービストレーニング）に携わる人材（TTC、TTS の教官及

びプレサービスに関わる機関の職員）の能力向上を目的とし、三つのコンポーネント（国別研修、

ワークショップ、国内研修）を組み合わせて実施することにより、ラオスの TTC/TTS の理数科教

官の質を改善することを目標としている。 
 

 国別研修：毎年 10 名を本邦で研修する。本研修では、下記のラオス国内で行うワークショッ

プで指導ができる人材を育てるとともに、毎年いくつかのトピックについての教員

指導書案（ラオスの子どもたちが理解しにくいトピックを取り上げ、そのトピック

の指導法、教材の作成方法等を載せたもの）を作成するために、日本の教育制度、

指導法等の紹介や実習を行う。 
 ワークショップ：ラオス国内で毎年約 80 名を対象に行う。国別研修受講生が講師となり、国

別研修で学んだ知識を普及させるとともに、国別研修で作成した教員指導書案を、

ワークショップ参加者とともに改訂し、完成させる。その際、各教科（数学・物理・

化学・生物）の短期専門家を派遣し、講師の指導を補助する。 
 国内研修：ラオス国内でワークショップを受講しなかった人（毎年約 60 名）を対象に行う。

ワークショップと同様の内容で、国別研修生が講師となって指導を行う（短期専門

家による補助はない）とともに、ワークショップで完成させた教員指導書を利用し、

普及させる。 
 

（２）協力期間：2004 年 6 月 15 日～2008 年 6 月 14 日（4 年間） 
（３）協力総額（日本側）：約 1 億 9,600 万円 
（４）協力相手先機関：教育省 
（５）国内協力機関：鳴門教育大学 
（６）裨益対象者及び規模等 

実施地域：TTC 5 か所、TTS 3 か所（ラオスにある TTC/TTS 全校を対象） 
ターゲット：上記 TTC/TTS の理数科教官、TESDC のスタッフ、教育省教員養成局

（Department of Teacher Training, MOE：DTT）のスタッフ、合計約 150 名。 
３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

ラオスは、15 歳以上の成人識字率が 65.6％（2001）、初等教育の純就学率が 81％（2000‐2001）
と周辺諸国と比べても低水準にある。ラオス政府は、2001 年 3 月に第五次国家社会経済開発計画

（2001‐2005 年）を発表し、その中で主な目標の一つとして「全ての分野における人材開発を促

進する」を挙げている。また、2003 年 9 月に策定された NPEP においては、以下の 3 点が教育セ

クターの解決すべき課題として挙げられている。 
ア．公平なアクセスの確保 
イ．教育の質と妥当性（relevance）の改善 
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ウ．教育行政マネージメントの強化 
特に理数科は、同国の教育現場において生徒と教員の双方から指導･学習の難しい科目として一

般に認識されていることから、同分野の教員の質を向上させることにより、教育の質の向上に大き

く寄与することができると考えられる。 
JICA は、1999 年度から教育アドバイザーを派遣（現在 2 代目派遣中）することに加え、1998

年度からワークショップ開催等に係る短期専門家を派遣している。また、2002 年度からは国別研

修「ラオス初等中等理数科教育コース」が 5 年間の予定で開始された。しかし、これらの協力に係

る全体計画や戦略は、ターゲットを含めてこれまで十分に整理されておらず、案件間の連携も十分

には図られてこなかった。このため、今般ターゲットをプレサービス・トレーニング関係者に定め、

国別研修と短期専門家派遣によるワークショップを組み合わせ、これに国内研修を加えて技術協力

プロジェクトとして整理し、より効果的な協力を行うこととした。 
 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

上記（１）に述べたとおり、ラオス政府では第五次国家社会経済開発計画（2001‐2005 年）の

中で人材開発の促進を重要視しており、NPEP においては、教育の質の改善に焦点が当てられてい

る。本プロジェクトでは、プレサービス・トレーニングに携わる人材をターゲットとして、質の改

善を目指していることから、ラオスの国家政策に合致している。 
 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置

付け） 

JICA の国別事業実施計画（ラオス、平成 15 年度）では、人造り、ベーシック･ヒューマン･ニー

ズ（Basic Human Needs：BHN）支援、農林業農業政策支援、インフラ整備・エネルギー開発の 4
分野が援助重点分野として挙げられており、本プロジェクトは、初等･中等の理数科教育の質の改

善を目指すものであり、上述した JICA 国別事業実施計画の BHN 支援のうち、「初等・中等教育の

質の向上」と合致している。 
４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

ア．協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
「TTC/TTS の理数科教官の質が改善される」 

＜指標＞・授業観察の評価結果 
・指導法に係るアンケート調査の結果 
・基礎学力テストの結果 
（目標値はベースライン調査の終了後に定める。） 

イ．協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
「理数科分野における教員養成研修が改善される」 

＜指標＞・各 TTC/TTS で開催される研修会の回数 
（目標値はベースライン調査の終了後に定める。） 
 

（２） 活動及びその成果（アウトプット） 

活動１：指導者候補を養成する（注：指導者候補とは国別研修受講生のことであり、２.（６）

のターゲットの中から選ばれる）。 

1-1【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、日本の学校制度・教育制度・教員研修

等の諸制度や現状の概要に関する講義を行う。 
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1-2【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、ラオスの教育を日本の現状と比較させ

る。 
1-3【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、教科に関する知識及び指導法に関する

講義や実習を行う。 
1-4【国別研修】国別研修実施機関が、受講生に対し、教官の評価手法についての講義を行う。

1-5【ワークショップ、国内研修】講師（国別研修受講生）が、参加者に対し、国別研修で学

んだことを指導する。 
1-6【ワークショップ】短期専門家が、講師に対し、指導・評価の補助を行う。 

 
成果（アウトプット）：指導者候補（国別研修受講生）が以下の知識・能力を習得する。 

・理数科に係る知識 
・TTC/TTS での指導能力 
・ワークショップや国内研修で指導・評価する能力 
＜指標＞・国別研修終了時のラオスの教育に係る問題意識アンケート調査の結果 

・ワークショップ終了時の講師（国別研修受講生）に対する評価結果 
・国別研修終了後に提出される普及活動についてのレポートの内容 
・国別研修受講生が紹介する、指導法や教材等に関する事例 
（目標値はベースライン調査終了後に定める。） 

 
活動２：指導者候補以外の教官を養成する。 

2-1【ワークショップ、国内研修】国別研修受講生が講師となり、受講生に対し、日本の学校

制度・教育制度・教員研修等の諸制度や現状の概要に関する講義を行う。 
2-2【ワークショップ、国内研修】国別研修受講生が講師となり、受講生に対し、ラオスの教

育を日本の現状と比較させる。 
2-3【ワークショップ、国内研修】国別研修受講生が講師となり、受講生に対し、教科に関す

る知識及び指導法に関する講義や実習を行う。 
 
成果（アウトプット）：ワークショップ、国内研修の受講生が、理数科に係る知識及び教員に

対する指導能力を習得する。 

＜指標＞ ・ラオスの教育に係る問題意識アンケート調査の結果 
・ワークショップ、国内研修終了時の受講生に対する評価結果 
・ワークショップ、国内研修受講生が紹介する指導法や教材等に関する事例 
（目標値はベースライン調査終了後に定める。） 

 
活動３：教員指導書を作成する。 

3-1【国別研修】ラオスの TTC/TTS の学生や小中学校の生徒が理解しにくいトピックについて

の教員指導書（案）を作成する。 
3-2【ワークショップ】短期専門家と国別研修受講生がワークショップの参加者と協議し、国

別研修で作成された教員指導書（案）をラオスの現状に合った形に改訂する。 
3-3【国内研修】国別研修受講生が講師となり、ワークショップで改訂された教員指導書を利

用して研修を行う。 
 
成果（アウトプット）：TTC/TTS における理数科教員養成用の教員指導書が整備され、普及

する。 
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＜指標＞ ・毎年作成されるトピックごとの教員指導書を使用した国内研修の回数 
・国別研修、ワークショップ、国内研修受講生が教員指導書を使用した授業の回

数 
・プロジェクト最終年のワークショップ終了後の教員指導書集の発行 

（目標値はベースライン調査終了後に定める。） 
 
（３） 投入（インプット） 

ア．日本側（総額約 1 億 9,600 万円） 
・専門家派遣 

長期：1 名（業務調整／研修計画） 
短期：毎年下記分野を各 1 名（1M/M） 
   数学教育、物理教育、生物教育、化学教育 

・供与機材（約 178 万円） 
・研修員受け入れ（計 30 名、総額約 1 億 1,334 万円） 

イ．ラオス側（総額約 230 万円） 
・カウンターパート人件費、プロジェクトオフィス提供等 
 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

・国別研修、ワークショップ及び国内研修を受講した人材が、離職をしない。 
・教員研修のための予算が確保される。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性 

ア．事業実施の妥当性 

（ア）事業実施の必要性 

上記３．（２）に先述したとおり、NPEP においては教育の質の改善に焦点が当てられてお

り、教育の質の向上はその最も重要な課題の一つとされている。現在、ラオスにおいて教員に

なるためには、必ず TTC/TTS を卒業する必要があることから、TTC/TTS を強化し、その教育

内容を改善する協力を実施することは、将来的な教員の質の向上に直接的に貢献するものとい

える。ラオスでは、理数科は特に指導･学習が難しい科目として認識されているが、事前評価

調査により、そもそも TTC/TTS の理数科教官自身が十分な専門知識や指導能力を有しておら

ず、その強化が重要であることが明らかになった。かつ、理数科教官の多くが、既存の知識や

指導法を強化するための研修を強く要望していることも確認された。以上のような点から、

TTC/TTS の教官を対象とした本プロジェクトを実施することは妥当であると考えられる。 
 

（イ）ラオスの教育分野の計画との整合性 

上記３．（２）に先述したとおり、ラオス政府では第五次国家社会経済開発計画（2001-2005
年）の中で人材開発の促進を重要視しており、NPEP においては、教育の質の改善に焦点が当

てられている。本プロジェクトでは、プレサービス・トレーニングに携わる人材をターゲット

として、質の改善を目指していることから、ラオスの国家政策に合致している。 
 

（ウ）JICA の国別事業実施計画との整合性 

上記３．（３）でも述べたとおり、JICA の国別事業実施計画では、人造り、BHN 支援、農

林業、インフラ整備・エネルギー開発の 4 分野が援助重点分野として挙げられており、このう

ち BHN 支援の一つとして教育の質の改善が挙げられている。本プロジェクトは、初等･中等

の理数科教育の質の改善を目指すものであり、JICA 国別事業実施計画と合致している。 
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イ．計画の妥当性 

３．（１）で先述したとおり、JICA が協力を行ってきた個々のスキームについては、必ずしも

十分な連携が図られてこなかった。そのため、本プロジェクトは、今まで個々のスキームで実施

されていた国別研修とワークショップを連携させ、かつ新たに国内研修を加えることにより、国

別研修で得た知識等が効率的に普及するように計画している。これまでも海外で研修を受ける教

官はいたが、知識はその教官に留まり、他の教官には十分に普及していなかった。なお、これに

ついては、現地の TTC で活動する協力隊員からも指摘されている。本プロジェクトは、日本で

研修を受けた人材を積極的に活用して、知識を広めることを計画しており、妥当な計画であると

考えられる。 
本プロジェクトではプレサービス・トレーニングに焦点を絞り、初等・中等学校の教員の質を

改善するための要となる TTC/TTS の教官に研修を行うこととした。具体的には、理数科分野の

指導的役割を果たす人材をまず養成（国別研修）し、次にそれらの指導者によってラオス国内で

研修（ワークショップ及び国内研修）が実施されるように計画している。    
また、ラオスでは教員用の指導書もなく、指導法や教材の作成方法等について参考にする資料

がないため、研修のテキストとなる教員指導書もプロジェクトで作成する。これらによって、プ

ロジェクト目標である TTC/TTS の理数科教官の質が向上することが期待できる。 
さらに、指導者を養成することにより、プロジェクト終了後もそれらの指導者によって質の良

い教員研修が引き続き実施されることが期待されることから、本プロジェクトの実施は妥当であ

ると考えられる。特に理数科は、同国の教育現場において生徒及び教員の双方から指導･学習が

難しい科目として一般に認識されているため、同分野の教員の質を向上させることにより、教育

の質の向上に大きく寄与することができると考えられる。 
 
（２）有効性 

上記（１）のイでも述べたとおり、本プロジェクトは、ターゲット全員が毎年、国別研修、ワー

クショップ、国内研修のいずれかを必ず受講するように計画されている。国別研修において、ワー

クショップで指導できる人材を育て、ワークショップと国内研修においては、国別研修参加者以

外に知識を広げる。また、それに加えて、ラオスで作成が望まれている教員指導書を作成し、ワー

クショップ、国内研修において広めていくことにより、確実に TTC/TTS の教官の質の向上を達

成できるものと思われる。 
また、本プロジェクトでは、ラオス国内で開催するワークショップの参加者の学習姿勢等を評

価し、その中から選ばれた優秀な人材を、本邦で開催する国別研修に参加させることを計画して

いる。これにより、ラオス側のコミットメントを確保しつつ、より優秀な人材を育てることがで

きるため、プロジェクト目標に達しやすいと考えられる。 
 

（３）効率性 

本プロジェクトでは、国別研修受講生をラオスの理数科教育界の指導的存在にまで育つように

計画している。ワークショップでの講師としての指導・評価経験を通して、国別研修受講生は、

国内研修において指導・評価ができる能力をつけることを目指している。また、ワークショップ

においても国内研修においても国別研修受講生が講師として指導・評価する方法を採用してお

り、カスケード方式の短所を補う工夫をしていることから、効率的であるといえる。各教科の長

期専門家が張り付くのではなく、指導者候補を本邦で研修し、次にラオス側に主体的に計画させ

て国内で研修を行っていくため、比較的安価で、大きな効果が得られるものと期待される。 
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（４）インパクト 

本プロジェクトを通した成果として、以下の 3 点を挙げている。 
ア．指導者の養成 
イ．指導者以外の教官の養成 
ウ．教員指導書の作成と普及 

これらが実現されれば、教官の質が向上する。また、教官の質が向上されれば、教員研修の重

要性が理解され、自主的な研修が引き続いて行われるようになる。現在では、自主的な教員研修

は行われていないが、プロジェクト目標の達成によって教員研修の重要性が理解され、自主的な

研修が引き続いて行われるようになり、上位目標である理数科の教員養成研修が改善されること

になる。これは理数科分野だけではなく、他教科にも影響を及ぼす可能性があり、そうなれば、

ラオスの教育界に大きなインパクトを及ぼすことができる。 
 

（５）自立発展性 

以下により、技術面、財政面での自立発展性を確保するのに役立つと思われる。 
ア．技術面 

上記（３）で先述したとおり、本プロジェクトではラオスの理数科教育界の指導的存在が育つ

ように計画している。現在のところ、本プロジェクトの主要ターゲットである TTC/TTS 教官は、

他の教官と知識を交換したり協議したりすることはないが、本プロジェクトを通して、知識交換

等の重要性を認識付けていき、本プロジェクトが終了した後も、彼ら独自の企画による研修が続

いていくように働きかける。毎年のワークショップの初日に実施する研究会（Reporting Meeting）
は、プロジェクト終了後に理数科教育学会として発展できるように指導を行っていく予定である

ことから、自立発展性が期待できる。 
 

イ．財政面 

ラオスの教育財政事情は厳しいが、本プロジェクトでは全国各地で国内研修を実施することを

計画しており、旅費等の経費が最小になるように考えられている。また、カウンターパートは、

本プロジェクトの活動を通して TTC/TTS 教官に研修の必要性を認識させ、毎年の経常予算とし

て各 TTC/TTS から予算要求させることを考えており、財務省に対して教員研修の重要性を説い

て、予算を優先的に割り当てるように働きかける計画を持っている。プロジェクト開始当初のラ

オス側の負担は難しいと思われるが、財務省に対して予算要求の説明ができる程度にプロジェク

トの成果が現れてきた段階においては、経常予算として予算を確保するよう働きかける等、時間

をかけてラオス側の負担を引き出していく予定である。 
６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

国別研修、ワークショップ、国内研修を受講する教官のジェンダー・バランスに留意する。 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 

＜類似案件の有無：有＞ 

カスケード方式の研修は、ケニアの中等理数科教育強化計画プロジェクト（SMASSE）の教訓

において、「研修が中央から地方へ、地方からさらに小地域へと進むにしたがって、研修内容・

実施運営体制とも貧弱になり、経済的に非効率な研修事業となると判断され、最終的に中央研修

→地方研修の二段階に合理化した」との教訓が得られている。本プロジェクトでは、上記の教訓

を活用し、「国別研修→ワークショップ、国内研修」の一段階だけのカスケード方式を採用して

いる。 
８．今後の評価計画 

2006 年 2 月頃 中間評価 
2007 年 10 月頃 終了時評価 
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